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教育と経済に関する問題設定の再検討

一 研究 ノー トー

1.は じ め に

教育の目的が一義的に定まりその効率的な達成のみが重大な関心事 となる場合には,経 済

学の分析が容易に適用される1)。代替的な用途を もつ稀少な資源が教育過程に投入され,そ

れより具体的に計測し得る諸々の能力が産出されてゆ く単純にして明快な分析枠組があては

められるのである。そ うした能力のなかで も,と くに労働の能力に関しては,学 校教育の果

たすべき役割が重要視されてお り,現 在のような組織的な教育制度が存立する有力な根拠と

なっている。 もちろん,学 校教育の目的は労働の能力を形成することにのみ限 られるわけで

はないが,産 業の発達水準に応じた知識や撞能を,将 来労働者として生産活動に参加してゆ

く存在に与え.労働市場へと送 り出してゆ く教育組織の客観的な活動が,教 育目的のなかで も

基底的位置を占めていることに合意が成 り立てば,あ らゆる教育活動が生産効率の観点か ら

評価きれるの も,そ れはそれで正当な理由をもつ もの とみなきれるのである。しか も,そ の

活動が強制によってではな く,参 加主体の経済合理的な判断によって統制 されているのであ

れば,経 済学的な分析の有用性は一層高まる。教育政策者の立場において特定の教育を組織

することが,あ るいは親及びその子弟の立場において特定の教育を受けることが,経 済的に

合理的であるかそれとも非合理的であるか,こ れが労働の能力が売買される場である労働市

場の状態に照 らして明 らか となる。また,そ うしだ労働市場の情報を普遍化 してゆ くことが,

生産過程 としての教育過程を効率的に運営してゆくための必須の条件 となるだろ う。

教育の経済学は,労 働者の技能訓練に投資的な価値を認め,そ れによって賃金格差の一部

を説明しようとしたアダム ・ス ミスや,人 間それ自体を資本に見立ててその価値を計測しよ

うとしたW・ ペテ ィらにまで遡れる古い歴史を もっているが2),1950年 代後半以降とくにア

メ リカを中心に展開した教育の経済学は,学 校教育の有す るこうした一面の特徴に殊更注目

して成立した研究潮流であった。戦後における学校教育の急速な拡大は,そ れによって社会

の基底的な生産力が増大し,加 え.て所得分配の平等化が促進されるとい う信念によって支 え

られていだが,教 育の経済学が学校教育の投資的な側面を強調したのも,そ うした信念の普

及 と密接に関わっていたか らである。このようにして教育の経済学は,学 校教育 と経済活動

の制度的な関連か ら,生 産や分配に及ぼす学校教育の効果を執拗に追求した。今や耳馴れた
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言葉となっている人的資本(humancapital)は,そ うした学校教育の効果を把握するアこめ

の便宜的な理論装置であったと見ることもできる。そして,そ れを俊iって初めて,教 育の経

済的効果は経済価値として概念化されるに到ったのである。

本稿の目的は,第 一に上述の特徴を もつ教育の経済学の展開を,特 定の時代的状況を背景

に成立したひとつの研究潮流 と相対化して捉え,そ の展開のなかで教育の経済価値が どのよ

うに計測されて きたのかを整理するところにある。経済政策の変調に呼応して教育界の関心

が経済か ら次第に遠去か りつつある今 日,こ れまでの研究成果をその認識の過程か ら明らか

にし評価 してお くことは,人 的資本論に加担すると否 とを問わず,教 育 と経済の研究をより

有益な方向に展開させるだめに必要な作業であると思われる。その作業にあたり,本 稿では,

さまざまな形態を もつ教育の経済学研究が並列的にではなく,む しろ内的 ・外的な必然性を

もって順次展開してきだことを強調したいと思 う。

第二の目的は,以 上のレヴューを踏まえて,教 育の経済学の研究成果のもつ意味を教育の

社会学 との関係か ら考察す ることにある。教育の経済学と教育の社会学は,拠 って立つ方法

を異にしなが らも,教 育 と経済の関連については 以下で 述べるよ うに 同様の 技術機能的論

理3)を 駆使して仮説検証活動を行ってきた。だが,果 ナこして教育の経済価値の計測結果は,

教育の社会学的問題設定を満足させるものであるのか どうか。方法論的な違いを念頭にこれ

を検討し,教 育 と経済の関連を教育の社会学の立場か ら研究してゆ くきいの要点を整理して

みるつ もりである。

2.教 育の社会学 における教育 と経済の問題設定

教育の経済学を振 り返 る前に,ま ず教育の社会学のなかで教育と経済の関連が どのよ うな

形で問われていナこのかを明らかにしておこう。ここではイギ リスの社会学者P.W.マ スグレ

イヴを取 り上げ,彼 の叙述か ら典型的な理解の様式を探ってみる4)。

マスグレィヴは,経 済学的な物の見方が教育に も適用されるべ き理由を間接的に次のよう

に述べている。「特定の社会的制度の重要性を測る指標 として一国のGNPの うちどれだけ

がその社会的制度に費きれているかを見る純粋に経済学的な 方法が ある」`)。教育費として

の国民会計的支出が増大すれば,そ の効率的な運用が衆目の的とな り,そ こに経済学的な物

の見方が当然のごとく要求 されるよ うになるとい うのである。 そして,「先進産業社会に成

長するや教育制度は経済状態か らの制約を脱し,今 度は逆に一国の経済成長を左右する規定

因となる。教育はもはや中立的な機関ではあ り得ず,起 因的(causative)な 機関となる」6)

と述べ,学 校教育の拡大に現代的な意味を与えることによって教育 と経済の研究を特定の方

向へと水路づけている。すなわち,経 済成長 と教育の関連である。
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戦後の経済体制において,経 済成長率が政治体制の如何を問わず経済的社会的問題の解決

能力を競 うさいの尺度であったことを考えればη,経 済成長論が教育の社会学に影響を与え

たの も容易に理解されるところである。実際,教 育の社会学の教科書は,そ の多 くが経済の

成長や発展 と絡ませて教育の経済的機能を説明して きた。例えば,前 産業化社会の徒弟制度

と産業化社会の学校教育制度 とい う類型的対比によって,教 育の経済的機能が説かれて きた

のである。生産技術が発達すれば,労 働 もまたそれに見合って知識労働の要素を高める。そ

こで,生 産的な労働者の形成に向けて必要な知識や技能を組織的かつ計画的に伝達するのが

効率的 とみなきれ,学 校教育がまず第一にその役割を引き受けるものと期待 される。そして,

この知識労働化が労働の階層によらず全般的な傾向であると判断されれば,学 校教育による

技術機能的な配慮は,エ リー ト教育のみならず大衆教育の全般にわナこって不可避のものとな

ってゆ くのである。

では,こ うしだ認識か ら実際にはどのような研究が繰 り広げられナこのであろうか。マスグ

レィヴは,教 育の経済的機能を質的と量的の二つの側面か ら考察しているが,わ れわれ も彼

に倣って教育 と経済の研究を質的側面における可能性 と量的側面における可能性 とに分けて

検討してみよ う。

まず,質 的側面では,生 産技術の発達が労働内容を全身的な筋肉労働から機械の操作へ,

更には装置の監視へ と変化 させてい るか ら学校教育 も可能な限 りこの傾向に即して編成 され

るべ きだと論じられる。しかし,生 産技術の技能的要件を特定化し,そ こか ら学校教育にま

で関連を求めるのはオー トメーシ ョン論争を想起するまで もなく容易なことではない。また,

現代のように技術の変動が目ま ぐるしい場合には,知 識や技能の陳腐化を当然警戒しなけれ

ばな らない。習得に長年月を要し,か っ制度的な改変が一朝一夕に行かない場合には,特 定

化された知識や技能を伝達することにはそれだけ危険が伴 うのである。しナこがって,質 的に

考察 しだ場合には,技 術変動に対する労働者の適応摩擦を少なくするために一般教育に重点

を置 くべ きであるとい う重要ではあるがきわめて抽象的な提言にとどまらざるを得ない8)。

こうしたところか ら,教 育 と経済の問題は質的側面 よりも量的側面において積極的に概念化

きれているのが実情である。それが教育の社会学の一般的な傾向だっ元。それとい うの も,

量的側面の方が研究者の眼に捉え易 くかつ系統的な分析に耐え得 るか らに他ならない。

生産における労働力の構成がある程度まで技術的に決定 きれ るとしよう。いわゆるマンパ

ワー論は,そ うしだ技術決定主義の前提か ら出発している。 この場合には,労 働力間の代替

が限られてお り,生 産能力の序列に基づいた労働力階層が形成 きれる。そして,生 産能力が

比例的にではなく段階的に上昇すると判断されるところか ら,労 働力の過剰や不足は労働力

の技術的構成に照 らして極力回避 されなければならない。先に述べにように,そ れが大規模

な教育支出が行われている場合の政策的要請なのである。しかし,職 業構造を媒介に労働者
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の生産能力と学校教育で獲得 される能力とを同列の ものとして把握するところから(マ ンパ

ワー論及び質的側面よりも量的側面に傾斜した教育の社会学の飛躍),過 剰や不足といった

齪酷が生じる可能性はかえって高い。1・ バーグが創意ある試みにおいて示したように,高

学歴労働者が過剰であるか否かは,高 学歴労働者にどの職業が相応 しいかとい う定義の問題

に過 ぎない一面をもっているのである9)。だが,伝 統的な学歴=職 業観に固執する限 りは,

両者の対応に関する計画的調整が教育政策の課題 となって こよう。教育制度は,特 定の能力

を身につけた人材を職業空席に見合 う数だけ補充してゆ くように機能しなければならない。

その時々の経済が要求する人材を適正な数量だけ養成 し適正 な場所へ配分 しているかどうか,

教育 と経済の問題関心はこれへ収敏するのである。学校が労働の能力の主たる形成 ・配分機

関であるとする認識,教 育過程を生産過程に見立てた問題の抽象化,こ れ らがそうしだ問題

設定の背後にあるのは言 うまでもないだろ う。 このよ うに単純な学歴=職 業対応図が描かれ

るのは,経 済活動の歴史的な趨勢を規範的な観念を交えて把握 しているか らである。ある職

業に高等教育機関を卒業 した者が増えつつあるならば,そ の職業の技能的要件は,ま さしく

高等教育を必要 とす る方向へ向かっているのである。そして,そ の傾向は,既 に明 らかにし

た推測によって合理化 されるだろ う。

教育の社会学における教育 と経済の考察は,以 上のよ うにマンパワー論の次元で理解 され

るものなのである。同じくイギ リスの社会学者J.E.フ ラウ ドとA.H.ハ ルゼーは,教 育の

専門機関が他の社会制度か ら相対的に自律して くると,社 会現象の独立変数 となる可能性が

でて くるか ら,こ れか らの教育の社会学は個人の発達を直接的に取 り扱 う社会心理学の問題

よ りも,独 立しナこ制度と制度の関連 を取 り扱 う社会学の問題に取 り組むべ きだと述べ,以 後

決定的となったEducationalSociologyか らSociologyofEducationへ の移行に先鞭をつ

けナこが10),こ れによって もマンパワー論的な問題設定が教育の社会学の大勢と一致していた

ことが窺えよう。教育の社会学にとっては,教 育と経済の問題が学校教育によって形成 ・配

分 される労働力人材(qualif三edman-power)の 需給均衡に 関する問題と同義だっナこのであ

る。

そ うした場合注意しておきたいのは,マ ンパワー論的な発想が現実の趨勢を是認するのみ

で,そ の合理性を内容的な側面か ら反省してみる機会を失っているとい うことである。マン

パワーの需要予測方式に窺え.るよ うに,必 要な教育年数が職業ごとに定まるとの前提がある

が(職 業 ごとに定まらなければ予測は意味を失 う一1・ バーグの場合),そ れは 必ず しも

特定の生産能力を形成するのにある定まった年数の教育が必要とされるか らではな く,そ の

職業に就いている者が定まった教育年数を保有する傾向があるか らなのである。この違いは

大 きい。何故ならば,後 者の場合には,教 育 と経済の関連が実質的な理由によって成 り立っ

ているのか どうか,そ れを問 うてみる機制を失 うことになるか らである。教育の経済的効果,
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すなわち経済価値はこれを自明とし,学 歴=職 業の適合的関係を維持することのみが教育の

社会学の関心事 となる。そして,本 稿の考察対象である教育の経済学は ここに後ろ楯として

登場する。教育の経済学は,教 育の経済的な価値を数学的厳密さをもって証明して くれるも

のと期待 きれていたのである。

教育の経済学の展開は,果 たしてそうした期待を満足させるものだったのだろうか。以下,

これを明らかにするために も教育の経済学の成果を整理,検 討 してみようと思 う。

3.教 育 の経済学の展開

1)人 的資本論 と教育の経済学

1950年 代後半以降,経 済学のなかで,人 間的要素が生産活動の与件としてではな く,生 産

量を左右する独立した変数 としてモデルのなかに組み込まれる過程が見られた。人間的要素

が注目されだしアこ背景 としては,先 進産業社会が労働力の質的向上によって労働力の不足を

補 う以外に生産を拡大す る方法がない状態に到達 しだとい う認識 発展途上国において先進

産業社会の技術が消化 されないのは労働力の質の低さによるものだとい う認識,こ の二っが

挙げられる。伝統的な社会に特有の 「慣習の外皮(crustofcustom)」11)は,学 校教育とい う

組織的な手段によって剥がされ,代 わ りに近代的な産業組織で働 くのに都合の良い行動様式

が身につけられるとい うのが,国 際比較によって導かれた経済成長の必要条件であった。 こ

うした比較研究を背景に,教 育は労働力の質的向上を通じて経済成長に貢献するとの認識が

経済学者の間で強まり,経 済学的な物の見方の教育への転用が始まるのである。

他方,現 実の労働市場を観察すると,学 歴 と所得階層が概ね関連していることが明らか と

なる。M・ ブローグは,各 国の年齢一賃金プロフィールを比較す ることによって,ω 学歴別

平均賃金はいずれ も40才以後の最:頂点まで上昇を続ける,(2)学 歴が高いほど賃金曲線の勾配

は大 きく初任給 も高い,(3)学 歴が高いほど最頂点は延期 きれ退職時の賃金 も高 くなる,こ の

三つの一般的な特徴を指摘しているが12),こ うした観察結果に限界生産力仮説をあてはめれ

ば,高 学歴者ほど生産に対す る貢献 も大 きく上述のよ うな独特の形状を もつ年齢一賃金フ。ロ

フィールが描かれると推測 きれる。 したがって,教 育過程のいかなる側面が経済に貢献する

かを洞察する傍 ら,教 育によって質的改善を経た労働力を物的資本 と比較し得る同等の資本

とみなす考え方が確立し,そ こにおいて学校教育 を受けることは人的資本を増殖するナこめの

投資行為であると規定 されアこのである。教育を受けずに直ちに生産活動に参加していたなら

ば獲得 したであろ う所得,い わゆる機会費用としての放棄所得を含めて学校教育のために支

出されたすべての費用が投資費用を構成 し,学 校を卒業してか ら生涯にわナこって獲得する物

質的 ・精神的報酬が投資収益を構成する。観察される現象の説明は以上のようなものであっ
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た。そして これ以降教育の経済学研究は,い かよ うに形を変えよ うとも,こ うした擬制資本

としての人的資本が直接 ・間接に実現す る経済価値を計測す る試みに他ならなかったのであ

る。以下,教 育の経済学の展開を,経 済成長への寄与分析,教 育投資の収益率分析,賃 金の

重回帰分析,ス クリーニング論争を経て更には学校教育の機能論的再解釈へ と順 を追 って振

り返ってゆこう。

2)学 校教育が も7こらす経済成長への寄与

教育の経済価値に関する研究は,教 育水準 と経済水準 との相関分析に始ま り,集 計生産関

数:を用いた成長の要因分析に到ってよ うやく仮定か ら計量の段階へ と移行 した。生産関数と

は,総 生産量を生産のために投入 された諸々の要素の寄与に帰属 させる試みでる。ある時点

の技術水準をAと した場合それは以下のように表現 きれる。

Q二F(K,L:A) (1)

これより総生産量Qの 変動す る原因は二通 り考えられる。ひとつは,資 本ス トック量Kと 労

働量Lの 変動に伴い生産量が関数型に沿って変動す る場合であ り,も うひとつはKとLが 一

定のまま関数型自体の変化によって生産量が増減する場合である。技術進歩は後者を指して

いる。この二つの変動を区別し純粋に技術進歩によってもだらきれ る寄与を抽出するために,

生産関数は技術変動の中立性を仮定して〔2)のように書 き改められる。

Q冨A(t)F(K,L)〔2)

これ を全 微 分 して(3)が 得 られ る

号 会・右(蝶 ・醗)〔 ・・

そ・℃ 暢 が完全競争的であれば・讃 本・労働の鵬 分醜 まそれぞれ・・一琶 ・繋

β一む 溌 ・考えられ・から・繍 ・関す・礒 一定(・+β 一・)の仮定の下で最終的・・は

㈲ へ と変 形 きれ る。

8一 会・・長・β七 …

すなわち・繍 の成長率8は ・技縫 歩率会・・資本ス ・・クの成長率長噸 本の所得頒

率噸 トけ鵬 ・,労 働力の成長率毛・・労働の所得分配鞭 脚 ・ものの禾鮒 解・れ
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るのである。R.M.ソ ローは,こ のモデルを もとにアメリカ経済の時系列的資料を用いて,

全体の経済成長の87.5%は 純粋に技術進歩によって達成 きれた ものであると推計している13)。

この値は,通 常は関数の残余 と呼ばれるべ き性質をもつ ものであるが,そ の中味に関しては

生産要素に体化されナこ進歩か,あ るいは生産要素に体化 されない進歩を反映しているものと

推測 される。教育はどちらの進歩 とも関係づけられるが,教 育の経済学は主に労働力に体化

された進歩を解明する試みとして展開きれていった。生産関数の残余の大 きさか らして,そ

うした試みは経済成長分析に多大の貢献をなすだろ うと期待 されアこのである。

E.F.デ ニソンは,ゾ ロー流の生産関数を援用して教育の経済価値の把握に積極的に取 り

組んだ一人である14)。関数の残余によって教育の効果を論じるのではな く,独 立した要素と

して関数に取 り込まれた教育の寄与か ら,教 育の経済価値を計測 しようとしたのである。デ

ニソンによれば,1929年 か ら1957年 の間に国民総生産は年平均2.93%の 増加率で成長したが,

そのうち学校教育の普及は,労 働力の質的向上(spreadofknowledge)を 通じて0.67%分

経済成長に寄与 しだ。更にデニソンは,生 産要素に体化 されない進歩(advanceofknow-

ledge)を 通じて も0.58%分 経済成長に寄与したとし,全 体の成長率2.93%の うち四割強を

学校教育の効果に帰属させている。

既に述べたように,知 識の進歩や普及を独立の要因とみなしその経済価値を推測しよ うと

するデニソンらの試みは,一 国の経済成長を集計生産関数を用いて分析した場合,資 本ス ト

ックと労働量の成長のみによっては説明されない部分があまりに大 きいとい う事実か ら出発

している。人的資本とい う概念 もそうした事情か ら措定 されたのであった。しかし,モ デル

が採 りこぼした残余を知識や技術の進歩として実体化し,そ れが資本や労働力 と独立に生産

に寄与するとい う考え方には批判が多い。誤っ把分離は学校教育の効果を過大に評価すると

考 え.られるのである15)。だが,生 産関数の特化は経済学の問題であるか らここでは措 くとし

て,デ ニソンによる教育の取 り扱いの方を検討してみよう。

デニソンは,教 育の経済価値を把握するために次の五 つの仮定を設定している。(1)学歴別

所得格差は限界生産力の差を反映している,(2)そ の格差のうち真に教育の効果と見 られるも

のは%に 相当し他は生得的な能力の差に帰因する,(3}1949年 とい う一時点で観察される学歴

別所得格差は期問中一定である,(4)年 間登校日数の延長は経済的効果か ら見て教育年数の延

長 と互換的である,そ してデニソンによっては明示きれなか っナこが,㈲ 教育課程の如何を問

わず等しい年数の教育は等しい効果を及ぼす。 これらの仮定のなかで,(4×5}は計測される経

済価値の絶対値よりもむしろ教育投資の具体性 と関わって問題 とされるものであろ う。それ

に対して,(1)(2)(3)は計測 きれる経済価値を大 きく左右する仮定である。とくに(1)(2)は教育の

経済学のアキレス腱 となっており,そ の現実妥当性を確かめる試みがその後の教育の経済学

の展開を規定しナこと言っても過言ではない。
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学歴別の所得格差は真に労働者の限界生産力を反映しているのか どうか。また,生 産力の

格差が存在するとしてそのうちどれだけを教育の効果に帰属させることができるのか。これ

は人的資本論にとっては重大な問題である。 もし,通 常観察 きれる所得格差が生産能力の差

によらないならば,デ ニソンの算定しナご教育の経済価値は大幅に減じられるだろ う。確かに,

就学年数を延長きせれば個人の所得は高まるだろう。しかし,そ のことは就学年数の延長に

伴って生産能力が一律に高まってゆくことを必ずしも意味しない。学歴別所得格差を生産能

力の差によって説明するのと,生 産能力の差を学歴別所得格差によって説明するのは,R.

コリンズが指摘しているように同意反復なのである16)。就学年数を延長 させだ者は,生 産能

力以外の理由によって高い収入に在 り付いてい るのか も知れない。その場合には,教 育は所

得の分配にのみ関係し,生 産力の上昇には直接関係しない ことになる。 これは,M.ブ ロー

グが喩えたように,雇 用主が金髪の女性に進んで高給を提供しよ うとす る卑俗な現象と似て

いる17)。金髪でない者 も金髪に染めれば高給に在 り付けるが,そ れは金髪でない者の取 り分

を収奪 した結果であり,国 民所得の会計計算ではむしろ染髪の費用だけ所得を低下 させ るこ

とになるのである。デニソンに代表されるこの種 の分析は,価 値計測の正統的手続 きを踏ま

えながらも,教 育の経済価値が期待されたように簡単には計測され得ない ことを明らかにし

たのであった。

3)教 育投資の収益率

経済成長への寄与分析か ら教育投資の収益率分析へと眼を転じてみよう。教育の経済学は,

「人的資本革命」以降,ト ーマス ・クーンのいわゆる通常科学としての展開を見せたように

思われる。人的資本の概念か ら特定の研究例が導 きだされると,そ の現実への適用によって

研究内容が一色に彩 られる傾向があったのである。経済学的な物の見方が教育へ転用された

のを契機 として教育計画への志向が高まったことを考慮に入れねばならないが,と くにそう

し紀要請に応えようとしだ収益率分析 と,次 に述べる賃金の重回帰分析は短期間に鶏 し・い数

の研究報告がな.ミれだ典型的な研究例であった。

教育に対す る支出の場合にも,他 の財 ・サービスの購入 と同様,教 育の経験それ自体を享

受す る消費的な側面 と将来の物質的 ・精神的報酬 を期待して支出する投資的な側面とが区別

され る。教育の投資的な側面が重視 きれ るようになれば,投 資のにめの費用と投資による収

益 とを比較しその効率性を検討す る試みは,教 育投資の意志決定者にとって欠 くことのでき

ない情報をもだらす ことになる。また,教 育政策者の立場に立てば,教 育制度は一定水準の

知識や技能を身につけた労働力を労働市場に送 り出す よう機能 しているはずだか ら,卒 業生

の賃金をもとに個々の教育制度の人的資本形成に関する努力が評価 きれることになる。 もし,

特定の教育制度への投資が他の形態の社会的投資よりも有利であることが判明すれば,限 界
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定理に則 り収益率が代替収益率 と等しくなるまで教育への投資を続 けるべ きだとの政策提言

がなされるだろ う。これが現実の教育政策と結びつ く所以である。

教育投資の収益は,教 育の総費用Ctと 生涯にわアこる総収益Btと の比較から求められる。

内部収益率(r)

嵩 器1一 ・ …

現在価値に割 り引いた費用と収益が等しくなるように内部収益率 γの値を一義的に定 めるの

である。 もちろん,γ の値が大 きいほど教育投資の効率は良い。まず,L.ハ ンセンは,こ の

方法を用いてアメリカにおける1950年 の資料から教育投資の社会的収益率 と個人的収益率を

計算 し,ど のレベルの教育投資で も収益率が軒並み10%を 越えることを明 らかにしナこ18)。デ

ニソンによって用いられたのとほぼ同じ時期の資料であるから,教 育投資の効率が高 く現わ

れるの も理解できよう。この結果のみをとりあげれば,教 育の経済価値はいかに も大きい。

学校教育への支出は,国 家財政のであれ家計のであれ,年 々10%以 上の収益を得て回収され

るのである。

しかし,収 益率分析の特徴は多様な比較が可能なところにある。教育の経済価値を相対的

に表現しているところか らそれらを巧みに比較することによっては,学 校教育の経済効果を

把握す るのに有益な情報が得 られるのである。実際,G.S.ベ ッカー,R.フ リーマンらに

よって時系列的な比較や属性別の比較が行われ,ま たG.サ カロポロスらによって国際的な

比較へ と拡張 されアこのであった。そうしアこ比較分析によって新たな知見が教育の経済学に付

け加えられたのである。それは,教 育投資における収穫逓減の傾向であった。

サカロポロスは,30ケ 国の収益率を比較し,ω いずれの国で も個人的収益率は社:会的収益

率を上回 る,(2}教育 レベルごとの収益率を比較すると初等教育 レベルで最 も高 くそれ以降の

レベルでは漸減す る,(3)物的資本への投資 と比較すると人的資本への投資の収益率の方が一

般に高い,(4)経 済水準が高 くなるほど教育投資の収益率は全般に低下する,㈲ 就学率が高ま

ると教育投資の収益率は全般に低下する,こ れ らを明 らかにしだ9)。 そして,ア メリカの経

済をとりあげて も,そ れまで高率を保ち続けてきナこ大学教育の収益率が1970年 代に入 って10

%以 下に下落したことがフ リーマンらによって報告 されたのである20)。教育の経済学は,高

学歴労働市場の逼迫状況を労働力価格差に基づ く収益率の変動によって明 らかにしだのであ

った。

もっとも,一 部の人的資本論者にとっては,こ の傾向は確かに問題とすべきほどの事柄で

はなかった。費用や収益の項目をどの範囲まで広げるかによって収益率の値が変化して くる

か らである21)。しかし,定 義によって値が変わってくるとするこの御都合主義的な態度は,
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人的資本論の信頼性を根底か ら.揺り動かす ものに他ならない。教育政策を志向しなが らも,

現実には期待に反して 「無視 きれ,た とえ無視することのない学者で もその欠陥を指摘する

ことで満足し,や がては葬 り去っだ」22)事情 もそ うしたところに原因があるのだろ う。また,

これに加えて,限 界生産力仮説の適否にまつわる問題が依然として解決きれていない ことも

収益率分析の重大な欠陥であった。デニソンにおけると同様に,生 得的能力を含む諸要因に

帰属すべ き効果 と純粋に学校教育にのみ帰せ られる効果とが載然 とは区別 きれないのである。

学校教育の経済的効果がよ り具体的な方法で把握 されればされるほど,ま た人的資本が説明

概念の域を越えて自己目的化すればするほど,こ うしだ疑問点は益々先鋭なものとなってい

ったのである。

他方,収 益率分析は,教 育 レベル別の収益率を明らかにしたのみな らず,同 じ学歴であっ

て も性,人 種,居 住地等によって収益率が異なることを明らかにした。 これは,人 的資本を

学校教育によって一元的に捉える風潮に反する結果であった。 この発見は,先 に述べたよう

に教育投資と教育投資論の魅力の減退につなが る収益率逓減の傾向,更 には限界生産力仮説

の問題と合わせて,教 育の経済学の関心を生産より分配へ と向かわせ る動因を形成 したので

ある。

4)学 校教育の平等化機能と賃金分析

教育の経済価値は こうして微視的な次元で把握 されることになってゆくのだが,そ こでの

成果を今度は賃金の重回帰分析によって振 り返ってみよう。

賃金は古 くか ら経済学の対象ときれているが,1経 済的福祉の観点か らそれ と学校教育 との

関連が注目きれだしたのは,人 的資本論の登場以後 きわめて最近の事柄に属してい る。完全

競争の社会において貧困が存在するとすれば,そ の原因はまず本人の努力不足に求められる

だろ う。貧困に甘んじている人間は,経 済的に稀少度の高い職業分野に入 り込むための生産

能力(あ るいは資格)を 欠 き,そ のアこめに高い収入を獲得する機会を逸していると推察 きれ

るのである。しナこがって,教 育機会の拡大は,彼 らにおいて劣っていた生産能力を自ら向上

きせる機会を保障し,結 果的に福祉を増進すると期待きれる。また,労 働力の不足 と過剰が

混在する市場の不均衡を是正 し,全 体の福祉水準 も上昇 きせるに相違ない。 こうした予想に

基づ き,学 校教育の拡充による機会の平等化が継続的に推進 されたのであった。事実,学 校

教育の自由主義的な改革はことごとくそうしナこ論理によって支配 されていた。学校を社会改

良の手段 と捉える学校観は,長 年培われて きたアメリカ教育の伝統だが,貧 困の原因が学校

教育に求められる以上その解消策 も学校教育に求められねばならない とい うよ り切実な問題

意識の下で,社 会政策の前面に現われることになったのである。

賃金の重回帰分析は,1960年 代後半か ら1970年 前半のそうした社会状況を背景 に多大の精
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力が注 ぎこまれた教育の経済学のひとつの研究分野である。貧困の原因が生産能力の劣等性

に求め られるな らば,C.ジ ェンクスやS.ボ ールズがその実証に赴いにように,平 等化手段

としての学校教育の有効性はそこに仮定 されている教育一生産能カー経済的達成の連鎖が現

実に妥当するか否かを吟味することによって確かめられ るだろう。賃金の重回帰分析は,そ

うした関心に応えようとする直戴な試みであった。そして,こ こにおいて経済成長 と教育 と

い う 「以前の合言葉は消え去 り」23),教育の経済価値が分配の 側面か ら探究 されることとな

っだのである。

賃金の重回帰分析は,個 人の経済的達成の指標である賃金Yと 就学年数Sを 初め とした諸

々の要因X,一X。 との間に関連式を見出す方法である。独立変数は,生 産能力を規定する

賃 金 の重 回 帰式

Y=a十bエS十b,X2十 … 十bnXn (6)

と考えられる要因群(就 学年数,学 校教育の質,生 得的能力,職 業経験年数,性,年 齢,健

康度等)と,標 準化のための要因群(出 身階層,人 種,宗 教,居 住地域,扶 養者の有無等)

とに区別きれるが,最 小二乗法を用いて各パラメーターの値を算出す る乙とにより,最:終 的

には学校教育の相対的重要度が明らか とされる。

だが,こ の研究の目的はそれにとどまらない。賃金の重回帰分析は,デ ニソン以来教育の

経済学の懸案 となっている能力の効果や教育の質の効果 も計測することがで きるのである。

すなわち,賃 金の重回帰分析は,先 に述べた学校教育の平等化機能を評価するとともに,生

得的な能力の効果 を測定することによってデニソンの仮定をより現実的なものへと修正して

ゆく目的でも進められていったのである。

それは,ア ルファ係数の算定によって遂行 されナこ24)。就学年数Sの みを 含む 回帰式Y一

・+USと ・生得的能力Aも 含め踵 回帰式Y一 柵 鉱Aか らアルフ・麟1を 求め

能 力 に よ る効 果 縮 減 の程 度 を測 ろ う とい うの で あ る。 経 済 成 長 へ の寄 与 分 析 や 教育 投 資 の 収

益 率 分 析 は,所 得 の粗 格 差 を用 い て 教 育 の経 済 価 値 を計 測 し て い たか ら,ア ル フ ァ係 数 の値

が 小 き く純 格 差 が 大 きい場 合 に は教 育 の 経 済 価 値 が 過 大 に評 価 され てい だ こ とに な り,逆 に

ア ル フ ァ係 数 の 値 が大 き く純 格 差 が 粗 格 差 に ほぼ 等 しい 場 合 に は,そ れ らの 結 果 が 妥 当 な も

の と追 認 きれ る こ とに な る。 結 果 は,D.ウ ォル フル とJ.G.ス ミス の デ ー タ に お い て

α≧0.9625),J.モ ー ガ ン とM.デ ー ヴ ィ ッ ドの デ ー タに お い て α=0.8826),B.A.ワ ィス プ

ロ ッ ドとP.カ ー ポ ッフの デ ー タ にお い て α=0.7427),L.ハ ン セ ン らの デ ー タに お い て α=

0.4928),そ し て この種 の統 計 研 究 に つ き もの の 関 数 や 変 数 に 帰 因 す る誤 差 を極 力 排 除 す る こ

とに努 め たZ.グ リ リカス とW.H.メ ー ソ ンの デ ー タに お い て α=0.7229),同 様 に誤 差 の 排

除 に努 めか つ 時 間 的 な比 較 も試 み て い るP.タ ウ ブ マ ン とT.ウ ェール ズ の デ ー タに お い て



96

α二〇.65～0.80('55年),α=0.80～0.90('69年)30〕 ときわめて多様であるが,サ カロポロス

の網羅的なレヴューによれば,ア ルファ係数はほぼ0.80近 傍に落ちつくだろ うと見られてい

る。したがって,こ れ らの分析結果か らは,生 産能力を規定 し経済的達成に影響を及ぼすと

考えられていた諸要因の効果が,学 校教育の効果にはるかに及ばずデニソン以来の問題は杞

憂に過 ぎなかっアこことが明 らか となっだのである。タウブマンとウェールズに示されたよう

に,経 済的達成に及ぼす学校教育の効果が時間的に見て増加 してゆく傾向にあるとすれば,

教育の経済学にとっては益々無用の懸念となるだろう。

他方,賃 金の重回帰分析は学校教育の相対的重要性を一応明 らかにしたが,平 等化機能に

ついては人々を納得 させる結果が得 られたわけではなかった。関数の説明力が全体に低 く,

決定係数が概ね0.20以 下にとどまるか らである。ジェンクスの結論 を侯つまで もなく,こ れ

は従来の学校教育観及び教育の経済学に決定的な打撃をもたらしだ31)。教育の経済学及び教

育の社会学の自明の前提であった学校教育の技術機能的な解釈は,個 別的な次元において容

易に覆され,以 来学校教育への不信が蔓延 していったのである。また,教 育と経済の問題に

限れば,も とより限界生産力仮説の適用には疑問が もたれていただけに他の仮説が人的資本

論に互 して唱えられ,教 育と経済のメカニズムに関する論争の時代が始まるのである32》。一

部では,能 力形成 としての役割を否定し,能 力選抜の役割をのみ学校教育に求めるスクリー

ニング仮説が唱えられナこ33)。

このスクリーニング仮説は,学 校が本来の機能である教授一評価活動を徹底させればさせ

るほど副産物としてのスクリーニング機能 を増大 させ,た とえ生得的能力を選別するのみで

新たに付け加えるものがなかったとしても,学 校は最 も安価な選抜装置(screeningdev量ce)

として有用 な役割を果ナこしているとい うところに一応の結論 を見出しナこが,そ もそもの着想

に社会学的紛色が施され,我 国におけると同様の学歴社会論 として受け継がれてゆく切っ掛

けを作ったのである。そして,そ こにおいて人的資本論か らは教育の経済価値が実現する媒

介に過 ぎないか ら説明変数 とはなり得ないとされた職業が,達 成のメカニズムを説明する鍵

概念として クローズ ・アップされることになったのである。 例えば,R.コ リンズは職業集

団を身分集団 と捉え直 し,学 校教育は身分的選抜の代理機関として機能 していると説明し

ナこ鋤。

他方,限 界生産力仮説を根底か ら否定 しないまで も,そ の機能論的解釈を認識的な側面か

ら非認識的な側面に中心を移 して再構成す るとい う試み も新たに生まれた。S.ボ ールズと

H.ギ ンタスに代表 きれ るラデ ィカル ・エコノミス ト達の諸論がそれである35)。次に彼 らの

論理を整理,検 討 し教育の経済価値に関する研究展開の現時点における締め括 りとしよう。
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5)教 育と経済の葛藤論的解釈

人的資本論に代表 きれる教育 と経済の技術機能的な解釈は,学 校教育の拡大が社会的生産

力を増大 させ同時に所得分配の平等化を促すと説いた。しかし,学 校教育の拡大は,所 得分

配を改善する効力を もたなかった。国民の教育水準は一貫して平等化に向かってい7こにもか

かわらず,所 得分配は逆に不平等の傾向を強めたのである36)。予想がはずれた原因は,人的資

本形成 とい う労働力供給側の条件をのみ重視し,労 働力需要側の条件を軽視したところにあ

る。労働力の需要構造は本来が不平等であ り,供 給側の条件を操作することによっては解消

きれない性格をもっているのである。ボールズとギンタスは,こ のようにして一枚岩的な競

争社会観に真向か ら対立し,権 力関係に基づいた葛藤論的な社会観を,経 済的不平等及び教

育と経済の関連を説明す るための基本的な視座 として強調 しだ。

就学年数と賃金の対応(そ れは平均において妥当す る)は,人 的資本論が唱えているよう

な認識的技能(cognitiveskill)の 差によっては説明されない。賃金の:重回帰分析で明 らか

となったように,生 得的能力の効果が小 きければ認識的技能の効果はそ もそ もが再考を迫 ら

れるのである。しかし,賃 金の重回帰分析における就学年数の偏回帰係数は相対的に大 きく,

しナこがってスクリーニング仮説のように学校教育が経済価値を高めるのに何 らの貢献 もなさ

ないとい うわけではない。辻褄を合わせ るためには,学 校教育が認識的技能以外の側面で経

済価値を高めるのに貢献していると考えなければならないだろう。ギンタスは,こ れを認識

的技能に対して情意的技能(affectiveskill)と 呼んでいるが,学 校教育は価値観 態度,

モチヴェーションといった行動様式に関わる特性を養 うことによって経済価値を生み出して

いると予想きれるのである3η。

R.エ ドワーズは,現 代資本主義社会の生産組織が ヒエラルキー的な統制形態を特徴 とし

てお り,学 校教育によって養われる行動特性は,生 産組織における支配一従属のヒエラルキ

ーに対応 して各々の階梯に見合った内容をもっていることを明 らかにし,ギ ンタスの予想を

裏づけナこ38)。企業内ヒエラルキーの上位階梯では企業規範の内面化が,中 位階梯では他者依

存性が,下 位階梯では規則志向が奨励 され報酬を受ける要件となってい るが,学 校教育 もそ

れに類 した特性を生徒のエデュカビリティに応じて養ってい るとい うのである。それが,業績

主義 とい う 「客観的」な淘汰メカニズムによって形成 されるのであれば,確 かに生産組織の

統制形態は,学 校教育の日常的な活動によって自ず と正統化 されてゆくだろう。ボールズと

ギンタスは,学 校において維持きれる社会関係と生産組織において維持 される社会関係のこ

うした鏡像的な関連を,対 応原理(correspondenceprinciple)と 名付け技術機能的な解釈

に代置 させている。そこにおいて,認 識的技能はすべてが否定 されるわけではないが,そ の

果たす役割は非常に限定きれ,学 校教育の経済価値はむしろ資本主義的生産様式の円滑的運

営を促進す る労働力の差別的陶冶によって保証されるとい うのである。したがって,人 的資
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本概念を導入する発端となった高学歴者の高賃金は,彼 らの生産能力によって実現する競争

価格ではな く,ヒ エラルキー的な統制形態を存続 させる業績主義イデオロギーの正統化と関

わって実現す る管理価格の性格を もっているのである。ボールズとギンタスは,人 的資本論

によって技術機能的に把握 されていた教育の経済価値を,:葛藤論の視座か ら機能論的に再解

釈 して受け入れたのであった。

こうした社会関係の安定的再生産 とい う図式は,学 校教育にのみ適用が限られるわけでは

ない。人的資本論 と同様に,形 成の主体を他の社会集団に求めその効果を総体的に把握する

こともで きるのである。ボールズは,賃 金の重回帰分析 と同様の試みのなかで,(1)個 人の社

会経済的階層要因は就学年数の52%を 説明する,(2)就 学年数による賃金の粗格差は社会経済

的階層要因を組み入れた重回帰分析によって43%縮 減 される,(3}社会経済的階層要因のみに

よって も賃金の分散は13%説 明され,就 学年数を組み入れた重回帰式によって も決定係数は

たかだか2%の 上昇にとどまる、 これ らを明らかにし学校教育が社会階層によって形作 られ

る行動特性の補完,強 化 として機能していることを示唆 した39)。すなわち,「学校教育は初

期の社会化の成果 を変えることがなく,む しろそれ らを批准 し成人に相応 しい形態へと移行

させる。家庭での社会化と学校教育のかかる関係は,人 格の発達を通じて社会階層を世代的

に再生産するのに貢献しているのである」40)。結局,ボ ールズとギンタスは,教 育 と経済の

関連 を機能論的に再解釈し,こ の領域の研究を社会階層の再生産研究の一環 として位置づけ

たのである。

以上に見たボールズとギンタスの主張は,人 的資本論に凌駕されていたこの領域の研究パ

ラダイムを根底から揺 り動かしナこ点で評価される。だが,人 的資本論 と同様に解決すべ き課

題は多い。個別的な次元の現実をこうした巨視的な分析枠組で どこまで説明できるか とい う

問題 もあるが,そ れを措いて も,技 術機能的な解釈を却けるあま り,認 識的な技能の基本的

重要性を軽視 した点はまず もって批判きれねばならないだろ う。経済を資本主義経済 として

歴史的かつ具体的に対象に据えれば据え.るほど,そ れだけ認識的な技能は分析の用具 として

捨て去ることができない。実現 きれる剰余価値の分配 と同時に,い か ようにしてそれが生み

出きれてゆくのかを究明しなければな らないか らである41)。ボールズとギンタスにおける生

産組織の分析が一面的な印象を受けるの も,認 識的技能を基礎にして初めて成 り立つところ

の労働の具体的な分析が欠けているか らである。そして,彼 らの設定した対応原理に従えば,

それは学校教育を分析するさいの具体性の欠如となって現われざるを得ない42>。

また,教 育の経済価値に関しては,相 異なる社会観の提示に終わ り,具 体的な計測をなし

得なかった点で大 きな課題を残 している。 これについては,機 能の解釈はどうあれ投資的な

観点を共有している限 り,彼 らの説に従ってもいずれは学校教育の経済価値を計測する方法

が導かれねばならないだろ う。
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しか し,ボ ールズとギンタスの諸論によって,少 なくとも現在までのところは,教 育の経

済価値が明確に捉えられていないことが益々もって明らか となった。それが教育 と経済の研

究動向を顧みた場合の否定し難い結論である。そして,パ ラダイムの揺 り動かしがあっすごに

しても,大 勢は教育投資論が意気消沈するに従い閉塞 した状態に陥ってしまったのである。

4.教 育 と経済研究 の基本的視角

以上に述べてきたところを踏まえて,研 究の現状を打開してゆ く方途を模索するのが本稿

に残 された課題である。これを価値の計測とい う経済学の当面の問題か ら離れて,教 育の社

会学に立ち返 り論じてみよう。

教育 と経済の現実は,以 下で示されるようにさまぎまな視座か ら解釈 され る。現在は,人

的資本論とその批判潮流が対峙したまま議論が噛み合わない状態にあるが,果 アこして説得力

に優る方が残 り,そ の展開に沿ってわれわれの認識 も前進してゆくと考えて良い ものだろう

か。だが,双 方の仮説が通用す るのはごく限られた局面に過 ぎないのである。理解の内的整

合性を高めたとして も,恐 らくは現実 との突 き合わせによって絶え間なく足元か ら揺 り動か

されることになるだろう。少なくとも教育の経済学の成果を振 り返れば,経 済成長論に端初

を得て押し広げられた教育の社会学の理解は,展 望性 とい う点で とうてい指針 とはなり得な

いように思われる。教育の社会学は,教 育の経済価値を自明とし自らの関心を市場の問題へ

と押し込めてきすごが,そ の問題設定がアポリアに到達してい るというのが筆者の感想である。

まして,教 育の経済価値が逓減しつつあると感じられる場合には,従 来のテーマが生 き生 き

とした魅力を失 ってしま うの もやむを得ないだろう。

もっとも,本 稿は技術機能的な理解やその他の仮説に比肩し得る代替仮説の提示を目論む

ものではない。また,先 学の研究における発見的意義を否定す るものでもない。それらは,

社会を一元的に捉えた場合の現実妥当性の程度を,誰 で もが理解で きる普遍的な方法で明示

して くれたのである。現在必要なことは,既 存仮説の適用範囲を明らかにし(あ るいは範囲

を限定することによってかえって仮説の妥当性を高め),そ れ らを適宜 組み合わせてゆくた

めの水路を切 り開 くことであろう。

まず,教 育と経済に関する研究の争点を明らかにするために,既 存仮説を別の角度か ら眺

めてみよう。

現代の社会体制が目的一手段関係の整合性を強め,個 人の行為次元においてそれが規範 と

なって規制的に現われるとい うのが,こ れまでの共通理解であったように思われる。社会的

分業の体制 も,学 校教育による能力の形成 ・配分 も,そ して個人の進学行動における経済合

理的な判断 も,す べて形式合理性の深化と関わっている。だが,そ うした認識の欠陥は,形
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式合理性の深化を前提 とす るあまりそれに反す る現象をことごとく病理として理解する傾向

をもっていた点にある。これは今 日,教 育の社会学が社会の機構的な分析を労働市場の動向

を把握す る以上に進めず,そ こでの病理現象を個人の不合理な意識へと帰属させてしまう原

因を作っている。例えば,高 学歴労働市場の逼迫に も関わ らず進学熱が冷めや らないのは,

個々の意志決定者が誤った現実認識をもっているか らだと慨嘆されるのである。確かに,技

術機能的な仮説を辿れば,(1}学 校教育 と職業の関連は技術機能的な理由に基づ く,(2閥 連の

変動は生産技術の変動により帰結す る,(3)関連の不均衡が存在するとすればそれは個人の行

為次元に問題がある,と い う論理の筋道が浮かび上がって くる。そこでは,形 式合理性が浸

潤すれば個人は経済の適切な情報を得て常に最善の道を選択する,と 考えられてい るのであ

る。

この文脈で見れば,技 術機能論に対する批判的仮説は,(3}の 命題を棄却し個人の行動か ら

不合理のレッテルを剥がす 目的で(1×2)の命題の検討へ向かったと解することがで きる。例え

ぼ,L.C.サ ロウは技能形成に関す る学校教育の重要性を認めず,実 際には学歴選抜を経た

後の職場訓練によって技能が形成 きれるとい う職業競争説を提示し,個 人が進学意欲を高め

るのは学歴選抜によって振 るい落 とされた時の不利益 を回避するためであると主張している

が,進 学の意志決定はまきしく状況の合理的な判断に基づいているのである。 また,R.コ

リンズは,同 様に学校教育による技能形成の重要性を否定し学校を身分的な社会化及び選抜

の場 として理解しているが,そ こにおいて も進学の意志決定者は,上 昇移動を約束するその

時々の身分証明を買い求める行為を状況の合理的な判断によって規制 していると捉えられて

いるのである。したがって,こ の両者においては,学 校教育が経済の内容的性格 とは直接に

関わ りをもたない形式的な選抜機関となり,そ のため学歴獲得競争が屋上屋を架すよ うに無

限に進展する可能性が示唆きれるのである。 これが現実の一端を適格に捉えているのは言 う

まで もないだろう。

他方,ボ ールズとギンタスは,必 ずしも個人の行為次元で論理を展開きせなかっナこが,生

産関係の支配一従属に基礎を置いた対応原理によって,学 校教育が非認識的技能の報賞争奪

の場になっていることを示唆したのであった。技術機能的な論理が,認 識的技能を媒介に労

働力人材の形成一選抜一配分の過程を調和的に説明したのに対し,批 判的仮説は技能を誰で

もが所有しているか,あ るいは容易に獲得 され る外的な選抜指標の位にまで既め,形 成一選

抜一配分の過程を社会の構造的な性格か ら必然的に生ず る競争の過程 として説明したのであ

る。それ らは,個 人の行為か ら不合理のレッテルを剰がし,分 析の眼を再び社会の構造へと

向けナこ点で共通している。

もちろん,批 判的仮説を一般化してならないのは技術機能的な理解の場合と同様である。

認識的技能を軽視している以上,歴 史的な一般化や学校教育の全過程への適用は禁物であろ
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う。先に述べたように,過 度の一般化は絶えず現実との突 き合わせによって足元か ら揺 り動

か されるのである。われわれは,批 判的仮説によって復権された現実の機構的な分析志向を

尊重 しつつ,こ れまでの論理的展開から得 られた要点を拾い上げ,研 究を生産的な方向へ と

発展 させてゆ く手立てを考 えなければな らないのである。

裟ず,能 力 とは何かが明らかにされなければな らないだろ う。それは,社 会的に評価きれ

る場合,行 動特性のどこまでを含んでいるのか。まだ,そ れを測定し評価する基準は社会的

活動のどの側面に求められるのか。これが現実に即して明 らか とされない限 り,技 術機能的

な論理 もあるいはまた対立仮説 も全面的には受け入れ られないのである。当然,社 会的に評

価 される能力の内容は,歴 史 と共に移 り変わってきている。対立仮説が付け入る余地は確か

にあるだろう。だが,生 産手段の体系的発達によって労働者の もつ認識的技能が重要性を相

対的に低下させつつあるとして も,自 らを取 り巻 く環境を認知し自己の内部に体制化 して実

践へ赴かせるとい う能力概念の機能的な理解か らすれば,認 識的技能は生産様式の変化に も

かかわ らず基底的な位置を占めてい るのに変わりはない。そ うした認識的技能を核 として,

その周囲に何が重なり合っていわゆる社会的能力が構成 されるのか,実 はこれこそが今 日の

論争の要点なのである。

第二に,学 校が社会的能力の形成にどこまで関与してい るのか も,批 判的仮説に集約的に

表現 きれたように重要な問いである。学力 とは,学 校教育活動の内部原理に従って射照され

た能力の一側面に過 ぎない。それが社会的能力 とどこまで通有 し合 うのか,先 の問いと並行

して考えられなければならないが,人 材配分の機能が学校に集中すればす るほど,こ の点の

解明が肝要となって くる。学力による選抜的配分は,社 会的能力の分析によって初めてその

合理性が実質的な側面か ら保証 され るか らである。

第三に,学 校教育における形成が個々人のいかなる動因によって成 り立つのか も,こ れま

での展開においては顧み られることの少なかった重要な問いである。授業場面における学習

者個人としての動因は分析されて も,社 会的能力の形成的投資者 としての動因は必ずしも明

らかとされてはいない。社会的需要による牽引とい う便宜的記述は,個 人の能動的な側面を

捨象している点で多分に飛躍を含んでいるのである。今 日のよ うに,社 会的能力の形成が学

校教育制度の内部で競争とい う形をとって現われ るのであれば,そ うした動因のメカニズム

は益々 もって学校外社会の構造的な連関か ら明 らか とされなければならないだろ う。

そして最後に,学 校教育制度がそ うしだ社会的能力の形成 とい う個人の能動的な関わ りを

体制化することによって,歴 史的にどのように変容 してきだのかを明 らかにする必要がある。

技術機能的な理解 もその批判的仮説 も近代とい う類型のなかでの規範的な解釈の試みであっ

た。われわれは,学 校教育の日常的活動それ自体を経由して変容 してゆ く制度的側面を探っ

てゆかなければならないのである。
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結局,社 会的能力の形成 を軸 として教育 と経済の関連を綿密に再構成してゆく必要がある。

この点で,技 術機能的な理解が社会的能力の核として労働能力に注目したのは故あることで

あった。労働能力は,個 人の内においては断片的な諸能力を生産的実践に向けて総合し,社

会的には生産能力として経済的連関の重要な媒介をなしていると見 られるか らである。ナこだ,

誤解を恐れずに言えば,そ れを抽象的に捉えて現実を分析するさいの前提 となすか,そ れ と

も具体的に捉えて現実の全体像を組み立ててゆくための素材 となすかが大 きな違いなのであ

る。労働能力を抽象的に捉えている限 りは,先 の問いが永久に浮かび上がってはこないだろう。

以上に述べてきたことは,教 育 と経済の問題が経済学を離れることを意味しない。ただ既

に顧みナこように,機 能の理解 と価値の計測が相補的な関係にある限 り,わ れわれは,一 面的

な仮説設定が価値の計測を侯っていずれは.破綻せざるを得ない ことに留意すべ きなのである。
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PROBLEMSANDPROSPECTSOFRESEARCHESONTHE

RELATIONSHIPBETWEENEDUCATIONANDECONOMY

HiroyukiKONDOU

Thispaperiscomposedofthefollowingtwocontents.Thefirstisthereviewingof

mainresearchesmadeinthefieldofEconomicsofEducationintheUnitedStates

aftertheWorldWarII.There,Ishowedthewayhoweconomicvalueofeducation

hadbeencalculated,andexaminedthefindingsinsomeaspects.SecoRdly,1玉nquired

i且tothemethodologicalimpactoftheresultsofeconomicresearchesonthefleldof

SociologyofEducation.

ReviewingresearchesmadeinthefieldofEconomics.ofEducation,Iclassified

themilltothefoursubjectsfromahistoricalperspective:(1)contributionof骨ducation

toeconomicgrowth;(2)intemalrateofreturntoimvestmentineducation;(3)regres-

sionanalysisofearnings;(4)reinterpretationofthecorrelationbetweehschooling

andearninngs.Thesewerecertainlyimportantsubjectsineachsocialconditio皿.But

eco夏omicvalueofschoolingwasnevermeasuredexactlyfromanyapproach.Further-

moreser量ousdefectswerefoundintheapplicatioロofanextensivetheorysuchas

"marginalproductivitytheory"or"Marxianconflicttheory"
.Theactualworldshould

havebeenanalysedinmulti-di皿ensions.

Now,wehavetoreconsiderthetechnical-functionviewinthefieldofSociologyof

Education.Fortherelationshipbetweeneducationandeconomy量namodernsociety

hasbeenexplained,onasimpleassumptionthatschoolingalwaブsproduceseconomic

valuethroughimpartingtechnicalknowledgetostロdents.Withoutreconsiderationof

thistechnica1-functionview,productiveresearcheswillnotbemadeinth量sfield.In

fact,researchesmadeinthisfieldbySociologistsofEducationhavestagnatedsince

thetightnessinthegraduate'slabormarket,andtheseresearcheshave皿'timposed

anyfurthertasksonthemselvesthananexaminationofthemarkettendency.

1且thispaperIprese旦tedfourquestloncorrelatingwitheachother.(1)Whatis

socialability;whatcontentsdoesithave,a皿dbywhatmeasureisitestimatedP(2)

WhatpartdoesschoolingtakeinimpartinganindlvidualsoclalabilityP(3)What

motivesarethereintheprocessofimpartingsocialabilitytostudents;howisthe

competitionforsocialabilityinschoollegitimatedP(4)Towhatextenthasthe

colnpetitionforsocialabilityforcedschoolstoalterthemselvesP

Thesequestionsarepresentedfromahithertocontroversyabouttherelationship

betweeneducationandeconomy.Iproposedtointegrateresearchesu皿derthetitleof

"acompetitiveformationofsocialabilityinschools"
.Weshouldpayattentiontothe

factthatonesidedhypothesisalwaysfailstograspreality.


